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１ 事業概要 

生涯にわたり自己実現をめざし、社会の一員として生きていくための道徳心・社会性、知性や体力の基

礎を培う乳幼児期の教育の重要性に鑑み、すべてのこどもたちが家庭の経済状況にかかわらず、質の高い

教育をうけることができるよう、こどもの教育費無償化の実現に向け取り組む。 

平成 28 年度から幼稚園、保育所等に通う５歳児を対象に開始したが、平成 29 年度より対象年齢を４歳

に拡大するとともに、認可外保育施設に通うこどもについて一定の要件を満たす場合、保育料（利用料）

の軽減を行ってまいりたい。 

 

２ 事業費 【うち一般財源】              54 億 8,000 万円【54 億 8,000 万円】（28 予 25 億円） 

①４・５歳児無償化経費          53 億 7,000 万円【53 億 7,000 万円】（28 予 25 億円） 

 

無償化
対象人数

1号認定 2号認定 就園奨励費 合　　計
無償化拡大に係る

追加必要金額

（参考）
児童発達

支援事業所

(4,345 人) (9,895 人) (6,443 人)

６億２千万円 ９億９千万円 １１億３千万円 ３千万円

(4,209 人) (9,812 人) (6,534 人)

５億７千万円 ９億８千万円 １０億８千万円 ２千万円

(8,554 人) (19,707 人) (12,977 人)

１１億９千万円 １９億７千万円 ２２億１千万円 ５千万円

４歳児無償化 20,555人 ２６億３千万円 ２６億３千万円

計
（４・５歳児無償化）

41,238人 ５３億７千万円

５歳児無償化 20,683人 ２７億４千万円

２６億３千万円

 
 

幼児教育の無償化について 

１ 



②認可外保育施設における４・５歳児無償化経費  1 億 1,000 万円【1億 1,000 万円】（新規） 

５歳児 ４歳児 合計

（ 65 人） （ 100 人） ( 165 人）

２千万円 ３千万円 ５千万円

（ 103 人） （ 87 人） ( 190 人）

３千万円 ３千万円 ６千万円

（ 168 人） （ 187 人） （ 355 人）

５千万円 ６千万円 １億１千万円

利用保留児童が認可外保育施設を
利用する場合

利用保留児童以外が一定の「教育の質」を
満たす施設を利用する場合

計

 
 

３ 認可外保育施設における幼児教育の無償化について 

 （１）経過 
平成 28 年度から認可保育所・幼稚園・認定こども園等を利用する５歳児については保育料のうち教

育費相当額を無償としているが、大阪市は認可外保育施設に対しては従来から公費は投入しておらず、

幼児教育の無償化についても対象外としている。 

認可保育施設への入所を希望しながら、やむを得ず認可外保育施設を利用している児童やその保護者

にとっては、無償化の対象外となることについて、不公平感が強い。 

本来は、すべての就学前児童が等しく質の高い幼児教育を受けられる環境づくりを進めていく必要が

あることから、市会においても、対象の拡大を求める議論がある。 

施設数 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計
220施設 162人 924人 1,095人 693人 527人 552人 3,953人

（参考）認可外保育施設の状況　　　　　平成28年４月１日時点

 
 

 （２）実態調査 
 認可外保育施設がどのように利用されているのか、どのような保育が行われているのかなど、利用  

実態が十分把握できていないので、認可外保育施設と保護者を対象に平成 28 年５～６月にアンケート

調査を実施した。 
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大阪市認可外保育施設の実態調査結果（概要）（調査期間 Ｈ２８.５～６） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            回答率 … ２４.７％ （回答数 １,２３５／送付数 ５,０００） （うち４・５歳児の割合を記載） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              

            回答率 … ４４.０％ （回答数 ９２／送付数 ２０９（居宅訪問型保育事業等を除く）） 

             

 

 

 

 

 

※保育料については、施設によって月額０円～80,000 円超まで幅が広い。 

保護者に対して 

○選択理由（複数回答） 

・特色ある保育を受けさせるため当初から希望していた…43％(61％) 

（うちインターナショナルスクール利用者    …19％(38％)） 

・認可保育施設に入所申込みしたが入所できなかった …24％(15％) 

・認可保育施設に入所申込みする前から諦めていた  …21％(19％) 

・認可保育所に入所できる要件がなかったため    …11％(11％) 

 

○利用形態 

・インターナショナルスクール（主に英語等での教育）…33％(47％） 

・事業所内保育施設（事業所等で従業員の乳幼児対象）…18％(９％) 

・その他施設（他の施設に該当しないもの）     …30％(28％) 

○月極め利用の場合 週５日 ６６％、週４日 ９％、週３日 １２％ 

             （83％）   (3％)    （2％） 

○認可保育施設の利用が可能であれば、入所を希望するか 

・希望する       … 40％（19％） 

・希望しない      … 56％（77％） 

○保育を必要とする理由（認可保育施設への入所要件）はあるか 

・ある         … 73％（63％） 

・ない         … 18％（24％） 

○Ｈ２８．４の認可保育施設、幼稚園等の入所を申し込んだか 

・区役所に申込みをした … 18％（3％） 

・幼稚園に申込みをした …  3％（5％） 

・申し込んでいない   … 72％（83％） 

 ⇒申し込まなかった理由（複数回答） 

・認可保育施設等では利用条件が合わない  …37％(34％)  

・行きたい保育所に入所できないとあきらめた…17％(9％) 

施設に対して 

○「大阪市就学前教育カリキュラム」をどのように活用しているか（複数回答） 

・参考にして、週案や日案を作成している      … 41％ 

・聞いたことはあるが、内容は知らない       … 24％ 

・知らない                    … 12％ 

○保育計画の策定状況 

・保育課程 … 60％、年間行事計画 … 90％、 

年案 … 86％、月案 … 95％、週案 … 82％、 

デイリープログラム … 82％ 
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（３）補助概要 

 

対 象 

 

① 認可保育所等への入所を申

し込んでいたが利用保留とな

り、やむを得ず認可外保育施設

を利用している児童 

 
 

 

② ①以外で、保育所保育指針等

に準拠した「一定の教育の質」

が認められた認可外保育施設＊

を利用している児童 

 

＊ 平成 29 年 10 月を目途に施

設を選定 

 

③ ①・②以外で保育所保育指針等に

よらない特色ある教育を行ってい

る認可外保育施設を利用している

児童 

  

＊ 平成 30 年度からの実施に向け、平成

29 年度中に対象施設の要件を検討 

条 件 

 

利用する認可外保育施設が 

認可外保育施設指導監督基準＊を満たす旨の証明書又は通知を交付されていること（市外は対象外） など 

 
＊ 国通知に基づく保育内容、施設整備等に係る指導監督基準 

対 象 期 間 平成 29 年４月分保育料～ 

平成 30 年度からの 

実施に向け検討 

支 
 

給 

金 額 
保育料の半額（教育費相当額） 

年額上限 308,000 円 

方 法 保護者からの申請に基づき、年度末頃交付 

対象児童数 165 名（４・５歳合計） 190 名※（４・５歳合計） 

事 業 費 5,000 万円 6,000 万円 

 ※ 認可外保育施設に通うこどものうち、①の対象となる児童数を除いた数の約３割が該当すると想定 
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